別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　項：水産業費　　目：河川環境研究費
	事業名: 河川環境研究所県単試験調査費・国補試験調査費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　河川環境研究所　資源増殖部　電話番号：0586-89-6351
　　　　　　　　　　　E-mail：box@fish.rd.pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：28,647千円（前年度予算額：12,649千円）
	事業内容


	１　事業の内容


当県各地域の水産業が抱える多様な課題に対して、機動的・即応的に対応するための下記の11課題の研究開発を実施する。
      １　新  アユの遡上量予測に応じた放流技術の開発と流域間ネットワークに基づ
く予測技術適用範囲の解明（H23-25）
    　　・　遡上量予測モデルの開発・予測に応じた放流プログラムを開発する。
    　　・　共同研究機関：愛知県、三重県、東京大学、(財)岐阜県魚苗センター等
      ２　養殖研究（H9-　）
    　　・　マス類優良系統の保存と、それらの種苗等の生産配布を行う。
    　　・　共同研究機関：なし
      ３　病害研究（H27-　）
    　　・　県内養殖魚の主要病原体分布調査、治療薬等を検討する。
    　　・　共同研究機関：広島大学

４　人為的環境改変に対する淡水生物のストレス反応に関する研究（H18-23）
    　　　　　　　　　　　　　　　・　人為的活動によって影響を受ける環境要因が魚類等に与えるストレス　　　　　　　　　　　　　　　　度合の定量化を検討する。
    　　・　共同研究機関：大学共同利用機関法人　総合地球環境学研究所
５　アマゴの優良種苗に関する研究（H20-25）
    　　・　回帰率の高いサツキマス増殖用の放流種苗を開発し、回帰率の向上を検討
する。

・　共同研究機関：なし
６　新規開発した優良アユ種苗の実用化研究（H21-23）
    　　・養殖場における冷水病被害を軽減するため、冷水病耐病性を有する2種類の人工
産アユ種苗の養殖特性（成長、生残等）を調査して、両種苗の養殖種苗として
の実用性を評価する。
    　　・　共同研究機関：なし
７　地域資源の活用に向けた魚類の増養殖技術の開発（H22-24）
    　　・　地域資源として利用が有望な魚種について、養殖生産技術の開発や、地域
振興策につながる商品開発等を検討する。
・　共同研究機関：なし
８　水域環境保全に関する普及活動と技術開発研究（H22-24）
    　　・　希少生物保護繁殖、水域環境保全及び水辺の環境教育に関係する活動に対

して効果的な支援活動を行うとともに、調査・研究を実施する。
    　　・　共同研究機関：なし
９　渓流資源増大技術開発事業（H20-24）
    　　・　アマゴ天然魚との交配による放流効果の高いアマゴ種苗を開発する。
    　　・　共同研究機関：なし
10　アユの品質保持技術の開発研究（H23）
    　　・　アユにおける安定的に鮮度・品質維持が可能な期間を検討し、鮮度保持技

術の開発を行う。
    　　・　共同研究機関：なし
11　新　地域の状況を踏まえた効果的な増殖手法の開発事業（H22-24）
    　　・　アマゴなど渓流魚の主要な増殖方法である稚魚放流の効果について、野生
魚と残存性を比較し、発眼卵埋設についても稚魚放流と残存性を比較する。
・　共同研究機関：なし
	２　所要経費


（1） 新規（20,800千円)
1 アユの遡上量予測に応じた放流技術の開発と流域間ネットワークに基づく予測技術適用範囲の解明
2 地域の状況を踏まえた効果的な増殖手法の開発事業
（2） 継続（7,847千円）
1 養殖研究
2 病害研究
3 人為的環境改変に対する淡水生物のストレス反応に関する研究
4 アマゴの優良種苗に関する研究
5 新規開発した優良アユ種苗の実用化研究
6 地域資源の活用に向けた魚類の増養殖技術の開発
7 水域環境保全に関する普及活動と技術開発研究
8 渓流資源増大技術開発事業
9 アユの品質保持技術の開発研究
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
　　新たな養殖魚種の開発や、河川での効果的な魚の放流方法の開発を通じて、水産業の活性化をめざす。
Ⅳ 美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり

１ 森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然を守る
　　希少魚の保全を通じて、生物の多様性を守る。

	２　これまでの取組状況


県民ニーズを備えた課題について、「最小負担（県費）で、最大効果」を目指すとともに、外部資金の積極的な活用にも努め、実効性の高い成果を目指して取り組んできた。
	３　これまでの取組に対する評価


　これまで、種々の研究開発を通じて、新たな養殖魚種の開発や、河川に放流する魚の効果的な放流方法等を開発してきた。引き続き、県民のニーズに応じた研究開発を実施していく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	12,649

	0

	0

	0

	3,177

	0

	7,331

	0

	2,141


	要求額
	28,647
	20,000
	0
	0
	2,606
	0
	3,900
	0
	2,141

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


